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そ

度までに総発電力3,

の

500kwを目指す。

他

1,785 2,030

　

2,275 2,765

】

3,255 3,500

【

1,703 1,951

協

太陽光発電システム設

働

置している公共施設に

：

よる総発電力 kw

－

3

】

0 40 50 55 60 6

目

5

36 38

①：予定ど

的

おり

花水小学校に太陽

・

光発電システムを導入

目

するとともに、一般住

標

宅へ太陽光発電システ

事

ム設置に対する補助制

業

度を設け、新エネル
ギ

の

ーの普及啓発と導入促

概

進を図りました。一般

要

住宅への太陽光発電システムの設置補助は、平成２０年度は７１件、２４７．４
６ｋｗでした。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

新エ

種

ネルギー普及推進事業

類

環境部　環境政策課

0 ハ1－040104－0 ー50000 ● ○

03 基

ド

本目標３　　人と自然

ソ

が調和した、やすらぎ

フ

のあるまち
総合計画の

ト

03 ③〈循環型社会〉

根

　循環型社会をめざし

拠

て環境負荷の少ない暮

法

らし方を定着させる
位

令

置付け
03 3 環境負

等

荷の少ないエネルギー

対

利用を進める

市民

□ □

象

□ □

公共施設へ太陽光

・

発電システムを導入し

受

、新エネルギーの普及

益

新エネルギーの利用促

者

進のため、新エネルギ

事

ービジョンに基づ
啓発

業

を図ることで、市民に

期

おいても積極的に太陽

間

光発電システ き、太陽

委

光発電システムの公共

託

施設への導入を推進す

、

るととも
ムなどを導入

協

し、温室効果ガスや化

働

石燃料の消費量が削減

【

され に、市民のシステ

委

ム導入を助成します。

託

ています。

新たに太陽

：

光発電システムを設置

3

した家庭数 世帯

平成2

セ

8年度までに設置家庭

ク

総数1,000世帯を

・

目指す。

70 70 70

財

140 140 70

57

団

71

新たに太陽光発電

企

システム設置した公共

業

施設数 施設

－

－ 1 1 1

Ｎ

1 1

1 1

太陽光発電シ

Ｐ

ステム設置補助世帯総

Ｏ

発電力 kw

平成28年
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位

施設への率先導入につ

施

いて、更に検討を進め

策

る必要があります。

シ

へ

ステム設置助成システ

の

ム設置助成システム設

貢

置助成システム設置助

献

成システム設置助成シ

高

ステム設置助成

及び公

市

共施設への及び公共施

民

設への及び公共施設へ

満

の及び公共施設への及

足

び公共施設への及び公

度

共施設への

設置 設置 設

を

置 設置 設置 設置

0 0 7

高

00 1,120 0 0 0

め

0 0 0 8,575 16

る

,800 16,800

方

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

策

0 0 0 0 0

0 1,83

業

6 6,646 3,78

有

0 9,800 9,80

効

0 4,900

0 1,8

性

36 7,346 13,

継

475 26,600 2

続

6,600 4,900

に

－ － －

0.00 0.4

よ

5 0.45 0.45 0

る

.45 0.45 0.4

成

5

0.00 0.00 0

果

.00 0.00 0.0

向

0 0.00 0.00

0

上

3,776 3,776

の

3,761 3,761

可

3,761 3,761

能

0 5,612 11,1

性

22 17,236 30

低

,361 30,361

そ

8,661

○ ● ○ ○ ○

の

○ ○

太陽光発電システ

他

ム設置助成額の引上げ

事

や、その他の新エネル

業

ギーへ助成制度の導入

の

に関して検討を進めま

目

す。また、制度の活
用

的

について周知を更に進

､

めるとともに、公共施

対

設への率先導入につい

象

て検討します。

制度の

､

活用について、周知を

内

更に進めるとともに、

容

助成額や対象とする新

分

エネルギーの範囲につ

高

いて検討します。

太陽

受

光発電システムについ

益

ては、国・県の設置促

者

進の取
組みが加速して

負

おり、設置助成への市

担

民ニーズも高まっ
てい

､

ます。その他の新エネ

補

ルギーの普及促進を図

助

るため
にも、補助件数

額

の増加や公共施設への

妥

率先導入について
の検

当

討が必要であると考え

性

ています。

中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

太陽光発電システム設

出

置助成への市民ニーズ

総

は高く、市
●□ が太陽

合

光発電システムの設置

評

促進を図るため補助制

価

度を

■ 設ける必要性は

市

高くあります。 ○
□
□

民

助成の増額、太陽光発

ニ

電システム以外の新エ

ー

ネルギー導
●■ 入に関

ズ

して要望も多く、有効

高

です。

□ ○
□
□ 本市の

事

助成額は県内でも最も

業

低い部類に入り、助成

目

額の
○

■ 引上げについ

的

て検討する余地があり

の

ます。また、申請を
●

達

□ 年度途中で締め切っ

成

ているため、助成件数

状

を増やすこと
○

□ につ

況

いて、検討する必要が

必

あります。

■ 先着順と

要

している制度の運用に

性

ついて、検討する必要

市

が
○

□ あります。
●

□

の

○
□

太陽光発電システ

関

ム設置補助への市民ニ

与

ーズは高く、設置促進

の

を図るため市が補助制

必

度を設ける必要性も高

要

くあります。今後、
補

性

助件数の増加や補助額

低

の引上げ、その他の新

事

エネルギー導入に対す

そ

る助成についても検討

の

する余地があります。

他

また、先着順
としてい

上

る制度の運用や、公共
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展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

新築された保健センターに太陽光発 花水小学校に太陽光発電システムを
電システムを導入するとともに、一 導入するとともに、一般住宅へ太陽
般住宅へ太陽光発電システム設置に 光発電システム設置に対する補助制
対する助成制度を設け、新エネルギ 度を設け、新エネルギーの普及啓発
ーの普及啓発と導入促進を図った。 と導入促進を図りました。一般住宅
事業の進捗は、住宅への太陽光発電 への太陽光発電システムの設置補助

５

システムの設置にかか

.

わるものにつ は、平成

事

２０年度は７１件、２

業

４７
いて、若干遅れが

展

生じているが、ほ ．４

開

６ｋｗでした。
ぼ計画

の

どおり新エネルギーの

経

普及が
図られた。

太陽

緯

光発電システム設置助

平

成への市 太陽光発電シ

成

ステム設置補助への市

1

民ニーズは高く、設置

8

促進を図るた 民ニーズ

年

は高く、設置促進を図

度

るた
め市が助成制度を

事

設ける必要性も高 め市

業

が補助制度を設ける必

分

要性も高
い。今後、助

平

成額の引上げや、その

成

くあります。今後、補

1

助件数の増加
他の新エ

9

ネルギー導入に対する

年

助成 や補助額の引上げ

度

、その他の新エネ
につ

事

いても検討する余地が

業

ある。ま ルギー導入に

分

対する助成についても

平

た、制度の活用につい

成

ての周知や、 検討する

2

余地があります。また

0

、先
公共施設への率先

年

導入について、更 着順

度

としている制度の運用

事

や、公共
に進める必要

業

がある。 施設への率先

分

導入について、更に検

進

討を進める必要があり

捗

ます。

－ 現状の規模で

状

継続 拡大して継続

制度

況

の活用について、周知

主

を更に進 制度の活用に

な

ついて、周知を更に進

取

めるとともに、助成額

組

や対象とする めるとと

と

もに、助成額や対象と

成

する
新エネルギーの範

果

囲について検討す 新エ

検

ネルギーの範囲につい

証

て検討し
る。 ます。

－

結

実施計画事業 実施計画

果

事業

平成20年度への
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そ

、地球温暖化対策強化

の

週間「ひらつかクール

他

ダウンウィーク」と位

　

置づけ、環境フェア
や

】

環境フォーラムなど、

【

様々なイベントを通し

協

て持続可能な循環型社

働

会づくりに向けた「新

：

しい暮らし方」を考え

】

ました。また
、地球温

目

暖化対策地域推進計画

的

の概要を紹介する小冊

・

子を作成して配布する

目

とともに、地球温暖化

標

対策教室や対象を広げ

事

たコツ
コツプラン、「

業

クール・ビル作戦」及

の

び「クール・タウン作

概

戦」を実施し、地球温

要

暖化対策の普及啓発を図りました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成20年度分) 頁

地球

種

温暖化対策推進事業

環

類

境部　環境政策課

01 ハ－040104－06 ー0000 ○ ●

03 基本

ド

目標３　　人と自然が

ソ

調和した、やすらぎの

フ

あるまち
総合計画の

0

ト

3 ③〈循環型社会〉　

根

循環型社会をめざして

拠

環境負荷の少ない暮ら

法

し方を定着させる
位置

令

付け
03 3 環境負荷

等

の少ないエネルギー利

対

用を進める

市民

□ □ □

象

□

市民が温暖化問題に

・

理解を深め、温暖化防

受

止対策に積極的に取 地

益

球温暖化対策を推進す

者

るため、地球温暖化対

事

策地域推進計画
り組む

業

ことにより、地域から

期

排出される二酸化炭素

間

が削減され の周知を図

委

るとともに、地球温暖

託

化防止に向けた市民行

、

動を促
ています。 進し

協

ます。

コツコツプラン

働

登録世帯数 世帯

－

3,

【

000 － －

3,010

委

－

地球温暖化対策教室

託

開催回数 回

－

－ 3 5 6

：

7 8

－ 5

二酸化炭素総

3

排出量 千ｔ‐CO２

－

セ

2,088 2,051

ク

2,014 1,977

・

1,940 1,940

財

2,086 2,029

団

地球温暖化対策教室参

企

加者数 人

－

－ 100 2

業

00 250 300 35

Ｎ

0

－ 288

①：予定ど

Ｐ

おり

７月２７日から８

Ｏ

月２日までの１週間を
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位

発事業の実施及啓発事

施

業の実施及啓発事業の

策

実施及啓発事業の実施

へ

及啓発事業の実施及啓

の

発事業の実施

及び電気

貢

自動車購

入

0 0 0 0 0

献

0 0

0 0 0 0 3,35

高

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

市

0 0 0 0 0 0 0

0 1,

民

161 2,843 1,

満

818 8,468 1,

足

818 1,818

0 1

度

,161 2,843 1

を

,818 11,818

高

1,818 1,818

め

－ － －

0.00 1.5

る

0 1.50 1.50 1

方

.50 1.50 1.5

策

0

0.00 0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00 0.00

0

効

12,587 12,5

性

87 12,534 12

継

,534 12,534

続

12,534

0 13,

に

748 15,430 1

よ

4,352 24,35

る

2 14,352 14,

成

352

○ ● ○ ○ ○ ○ ○

果

地球温暖化対策につい

向

ては市民の関心も高く

上

、更なる拡大・充実を

の

推進していく。また、

可

市民活動団体等との協

能

働など、事業の
推進方

性

法等について検討を進

低

めていきます。さらに

そ

、電気自動車の導入等

の

についても検討を進め

他

ていきます。

事業を拡

事

大・充実させていくた

業

め、市民活動団体等と

の

の協働、事業の推進方

目

法等について検討を進

的

めていきます。

地球温

､

暖化対策については市

対

民の関心も高く、更な

象

る拡
大・充実が必要で

､

あると考えており、市

内

民活動団体等と
の協働

容

、また、実施主体や役

分

割分担について検討を

高

進め
ます。また、電気

受

自動車導入についての

益

国や県の取り組
みを踏

者

まえ、本市における電

負

気自動車の導入を推進

担

した
いと考えています

､

。

補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

地球温暖化に対する市

出

民の関心は非常に高く

総

、市民行動
●□ を促進

合

するために市が関与す

評

る必要性は高くありま

価

す。

■ ○
□
□ 新しいコ

市

ツコツプランには、小

民

中学生が2,636人

ニ

が取り
●□ 組んだ。ま

ー

た、地球温暖化対策教

ズ

室には、288人が参

高

加

□ しました。 ○
■
□

事

地球温暖化対策事業は

業

、更なる拡大・充実が

目

求められて
○

□ おり、

的

業務の執行体制を見直

の

す必要があります。
●

達

■
○

□
□ 市民活動団体

成

等との協働を含め、実

状

施主体や役割分担に
○

況

□ ついて検討する必要

必

があります。
●

■
○

□

要

地球温暖化対策につい

性

ては市民の関心も高く

市

、更なる拡大・充実が

の

求められています。今

関

後、市民活動団体等と

与

の協働など、事
業の推

の

進方法等について検討

必

する必要があります。

要

また、電気自動車の導

性

入等についても、検討

低

する必要があります。

事

地球温暖化対策普地球

そ

温暖化対策普地球温暖

の

化対策普地球温暖化対

他

策普地球温暖化対策普

上

地球温暖化対策普

及啓



6 頁

展開 平成21年度への展開 平成22年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

－ Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

－ ①：予定どおり ①：予定どおり

平塚市地球温暖化対策地域推進計画 ７月２７日から８月２日までの１週
を周知するとともに、地球温暖化の 間を、地球温暖化対策強化週間「ひ
防止に向けた市民行動を促進するた らつかクールダウンウィーク」と位
め、コツコツプランを推進した。ま 置づけ、環境フェアや環境フォーラ
た、身近な実践活動を表彰し、環境 ムなど、様々なイベントを通して持
問題への関心を高めるとともに実践 続可能な循環型社会づくりに向けた

５

者の拡大を図ることを

.

目的に「ひら 「新しい

事

暮らし方」を考えまし

業

た。
つか環境大賞」を

展

創設した。この「 また

開

、地球温暖化対策地域

の

推進計画
ひらつか環境

経

大賞」には、個人、団

緯

の概要を紹介する小冊

平

子を作成して
体、コツ

成

コツ特別賞の３部門に

1

1,00 配布するとと

8

もに、地球温暖化対策

年

0件を超す応募をいた

度

だき、審査を 教室や対

事

象を広げたコツコツプ

業

ラン
経て、表彰を行っ

分

た。これらにより 、「

平

クール・ビル作戦」及

成

び「クー
地球温暖化対

1

策を推進することがで

9

ル・タウン作戦」を実

年

施し、地球温
きた。 暖

度

化対策の普及啓発を図

事

りました。

地球温暖化

業

対策については市民の

分

関 地球温暖化対策につ

平

いては市民の関
心も高

成

く、更なる拡大・充実

2

が求め 心も高く、更な

0

る拡大・充実が求め
ら

年

れている。今後、市民

度

活動団体等 られていま

事

す。今後、市民活動団

業

体
との協働など、事業

分

の推進方法等に 等との

進

協働など、事業の推進

捗

方法等
ついて検討する

状

必要がある。 について

況

検討する必要がありま

主

す。
また、電気自動車

な

の導入等について
も、

取

検討する必要がありま

組

す。

－ 拡大して継続 拡

と

大して継続

事業を拡大

成

・充実させていくため

果

、 事業を拡大・充実さ

検

せていくため、
市民活

証

動団体等との協働、事

結

業の推 市民活動団体等

果

との協働、事業の推
進

平

方法等について検討を

成

進めていく 進方法等に

2

ついて検討を進めてい

0

き
。 ます。

－ 実施計画

年

事業 実施計画事業

度への


